
（地独）山口県産業技術センター紹介動画制作委託業務に係る 

公募型プロポーザル応募要項 

 

１ 目的 

この要項は、「（地独）山口県産業技術センター紹介動画制作委託業務」を委託す

る者を決定するための公募型プロポーザルについて必要な事項を定める。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業務名 

（地独）山口県産業技術センター紹介動画制作委託業務 

(2) 業務内容 

別紙「（地独）山口県産業技術センター紹介動画制作委託業務仕様書（以下「仕

様書」という。）」のとおり 

(3) 委託業務期間 

契約締結日から令和５年２月２８日まで 

(4) 委託料の上限 

１，０００千円（消費税及び地方消費税を含む） 

(5) 実施方法 

公募型プロポーザル 

 

３ 参加資格 

  次に掲げる要件をすべて満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２

項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 公募開始の日から企画提案書の提出期限までの間のいずれの日においても山口

県の「業務委託及び物品調達等に係る競争入札等参加停止措置要領」に基づく

参加停止を受けていないこと又は同要領別表「参加停止措置基準」の「措置要

件」に該当しないこと。 

(3) 山口県が発注する物品等の製造の請負、物品等の買入れ、借入れ及び売払い並

びに業務の委託の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必

要な資格並びに資格審査申請の時期及び方法等に関する告示（平成２９年山口

県告示第２３７号）に基づく資格審査を受けて、業務委託・大分類「７企画・

製作」の小分類３（映画・ビデオ）又は小分類４（広告・広報）について入札

参加資格を有するものであること。 

(4) 所得税又は法人税、消費税及び県税を滞納していないこと。 

 

４ 公募型プロポーザル参加申請に関する事項 



公募型プロポーザル参加申請書（別紙１）を令和４年１０月２７日午後３時まで

に、持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

５ 企画提案手続等に関する事項 

(1) 企画提案の方法 

・参加資格を有し、企画提案を希望する事業者は、次に挙げる書類を提出するこ

と。なお、提出方法によらず電子ファイルは提出すること。 

  ※Ａ４版両面使用とすること（縦横自由。枚数制限なし。枚数の多寡は審査基準

に含まない。） 

  ア 企画提案書 

   以下の項目については必ず記載すること。 

・企画内容（絵コンテ付き） 

・業務スケジュール 

・同種又は類似業務の実績 

・再委託する業務及び技術協力の予定 

  イ 業務実施体制表 

   以下の項目については必ず記載すること。 

・会社概要（会社パンフレット等） 

・業務実施体制 

  ウ 費用見積書 

   ・仕様書の対象経費の項目ごとの内訳をできる限り詳細に記載すること。 

   ・見積金額は、消費税及び地方消費税を含んだ額を記載すること。 

(2) 企画提案書の提出方法及び提出期限 

５（１）に掲げる書類を、企画提案提出書（別紙様式２）とともに、令和４年

１１月８日午後３時までに、持参、郵送又は電子メールで提出すること。なお、

郵送による申込みの場合は、「簡易書留郵便」により送付することし、提出期限

内の消印有効とする。 

 

《公募型プロポーザル参加申請及び企画提案書の提出先》 

〒755-0195 山口県宇部市あすとぴあ四丁目１−１ 

山口県産業技術センター  経営管理部 経営戦略室 

担当：宮崎 翔伍 

TEL：0836-53-5051 FAX：0836-53-5071 

E-MAIL：kikaku@iti-yamaguchi.or.jp 

 (3) その他 

ア 提案は、１単体事業者又は１共同企業体につき１提案とする。 

イ 提案者は、企画提案書の提出をもって、本要項及び仕様書の記載内容に同意し

たものとする。 

ウ 書類作成などの提案に要する経費は応募者の負担とする。 



エ 提出された書類の差し替えや訂正は認めない。 

オ この要項に基づき提出された提案書類については、返還しない。 

 

６ 企画提案の審査に関する事項 

 (1) 審査方法 

別途設置する審査委員会において審査を行い、業務委託業者の選定を行う。ま

た、審査にあたっては、書面審査を実施することとする。 

 (2) 審査基準 

  審査項目及び配点は以下のとおりとする。 

審査項目 審査事項 配点 

企画内容 

・仕様書に合致した内容となっており、特に、ね

らい、ターゲット層を意識した内容になっている

か。 

１０ 

・ターゲット層の親近感と共感を引き出し、「利用

してみよう」「知人に紹介してみよう」と思える内

容になっているか。 

１５ 

・トレンドを意識し、なおかつ長期間（５年間）

使用しても、時代に合っていないと感じない内容

になっているか。 

１０ 

・企画全体を通して優れた内容となっているか。 １５ 

実施体制等 

・本業務を的確に遂行するための実績、必要な知

見、ノウハウを有しているか。 
２０ 

・制作体制及び、政策に関わる人物が確実に本業

務を遂行できる能力を有しているか。 
２０ 

・見積の概算や経費配分に妥当性はあるか。 １０ 

 (3) 審査結果 

・審査結果については、すべての提案者に書面で通知するが、結果に係る説明は 

行わない。 

・審査した提案について、実施方法等について条件を付す場合がある。 

  ・選定された最優秀提案者（契約候補者）と産業技術センターとが協議し、随意

契約により本業務委託の手続きを行う。 

  

(4) その他 

・提案者が１者であった場合は、その提案内容を審査委員会において評価した上

で、採否を決定する。 

・業務委託者が決定され次第、当該業者は、参考見積書とは別の正式な見積書を

提出すること。 

７ 質問の受付及び回答 



   この要項に関する質問について、「質問書」（別紙様式３）を令和４年１０月２７

日午後３時までに、持参、郵送、電子メール又はＦＡＸにより受け付ける（宛先は

５（２）に同じ）ものとし、回答は原則として、質問者にＦＡＸ又は電子メールに

て行うこととし、「公募型プロポーザル参加申請書」を提出した者全員に関する質問

等があった場合には、全員に対してその内容を周知する。 

  なお、当該回答文書は、この要項を追加又は修正したものとして扱う。 

 

８ 応募スケジュール 

日 時 内 容 

令和４年１０月１７日（月） 募集開始、質問書受付開始 

令和４年１０月２７日（木）午後３時 
公募型プロポーザル参加申請書の提出

締切、質問書の受付締切 

令和４年１１月１日（木） 質問書に対する回答 

令和４年１１月８日（火）午後３時 企画提案書の提出締切 

令和４年１１月中旬 書面審査の実施 

令和４年１１月中旬～下旬 選定結果通知 

令和４年１２月１日（木）予定 契約締結 

 

９ 契約の解除 

契約締結後であっても、次の場合には契約を解除し、委託事業者を変更すること

ができる。 

 ・企画提案書など提出書類に虚偽の記載が明らかになった場合 

・事業者に重大な瑕疵があった場合 

・事業執行の意思が認められない場合 

・事業遂行能力がないと認められる場合 

・その他、契約を継続するに耐えない事情がある場合 

 

１０ 成果物の著作権 

  事業により作成した成果等の著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条の権利を含

む）は、委託者に帰属するものとする。 


